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資料1 児童福祉法等の一部を改正する法律の一部の施行  

期日を定める政令（案）  
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資料2「行動計画策定指針」新旧対照表（案）  
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行動計画策定指針改正案（新旧対照表）  

改正案  

一 背景及び趣旨   

次世代育成支援を迅速かつ重点的に推進するため、平成十五年七月に「次  

世代育成支援対策推進法」（以下「法」という。）が制定され、地方公共  

旦体及び事業主が行動計画を策定することを通じて、次世代育成支援対策  

の推進を図ってきたところである。   

一方、平成十五年七月に制定された「少子化社会対策基本法」に基づき、  

平成十六年六月に「少子化社会対策大綱」（以下「大綱．」とし＼う。）が閣  

議決定された。大綱では、「若者の自立とたくましい子どもの育ち」等の  

四つの重点課題が提示され、これに沿った具体的な計画である「少子化社  

一 背景及び趣旨   

政府においては、中長期的に進めるべき総合的な少子化対策の指針であ  

る「少子化対策推進基本方針」（平成十一年十二月十七日少子化対策推進関  

係閣僚会議決定）、「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画につ  

いて柳生・労  

働一建碑十lこついて」  
（平成十三年七月六日間議決定）に基づく「待機児童ゼロ作戦」等lこより、  

子育てと仕事の両立支援を中心として、子どもを生み育てやすいようにす  

るための環境整備に力点を置いて、瑚施してきたところであ  

る   

しかしながら、平成十四年爛：「日本の将来推言十人口」lこ  

よれば、舶こ加え、「夫婦の出生力  

そのものの低下」という新しい現象が見られ、現状のままでは、少子化は  

今後働  

急速な少子化の進行は、今後、我が国の社会経済全イ利こ極めて深刻な   

影響を与えるものであることから、少子化の流れを変えるため、改めて  

国、棚こ加え、もう一   

段の対策を進める必要がある。   

こうした観点から、平成十四年九月には、瑚こおいて：「少子  

化対策プラスワン」㈱宰「子育てと仕事   

の両立支援」力叫コ心であった従来の取組に加え、「男性を含めた働き方の  

見直し」、「地域における子育て支援」、「社会保障における次世代支援⊥  

会対策大綱に基づく重御子育  

て応援プラン）肺胞してきたところである。   

しかしながら、平成十七年に我が国は初めて総人口が減少に転じ、出生  

数が瑚冊寺殊出生率が－－・二六と、ともIこ過去最低を記録  

するという予懲以上の少子化の進行が見られた。   

このため、榊折しい  

少子化対策について」執っ  

てきたところである。   

また、榊「日本の将来推計人口＿＝こよれば、  

二○五五年にあっても合計特殊出生率は－・二六と示され（出生中位・死  

亡中位推計）、社会保障審議会人口構造の変化に関する特別部会において  

、」  

は、瑚着目し、こ  

のかい離を生み出している要因が整理されL   



以上のような動向を踏まえ設置された「子どもと家族を応援する日本」  

重点戦略検討会議においては、結婚や出産・子育てに関する国民の希望を  

実現するためには何が必要であるかに焦点を当てて検討が進められ、平成  

十九年十二月に「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（以‾F「重点戦  

略」という。）カ岬   

重点戦略では、就労と出産・子育ての二者択一構造の解消には、「働き  

方の見直しによる仕事と生活の調和（ワーク・ライフーバランス）の実現」  

とその社会的基盤となる「包括的な次世代育成支援の枠組みの構築」を「車  

の両輪」として進めていく必要があるとされている。   

廟舌の調和の実現＿＝こついては、平成十  

九年十二月に仕事と生活の調和推進官民トップ会議において「仕事と生活  

の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」（以下「憲章」という。）及  

びり土事と生活の調和推進のための行動指針」（以下髄十」という。）  

が取りまとめられたところである。   

憲章においては、就労による経済的自立が可能な社会、健康で豊かな生  

活のための時間が確保できる社会、多様な働き：方・生き方が選択できる社  

会を目指すべきであるとされ、御  

蜘十lこおいては、憲章  

が掲げる三つの社会を実現するために必要な条件を示すとともlこ、各主体  

の鰯雲（取組が進んだ場合lこ達成される  
水準として十年後の目標値）を設定しているところである。   

今後は、部十の理念を踏まえ、仕事と生活調和の推進lこ向  

けた具体的な取り組みを進めていくことが必要である。  
■－－一一一－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－・－－一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－■－一一－－－－一一－－－－－－－一－－－－－－－－－－一－‾‾‾－   

「子どもの社会性の向上や自立の促進」という四つの柱に沿って、総合  

的な取組を推進することとした。   

また、これを踏まえ、朝引こは、少子化対策推進関係閣僚  

会議において、㈱十」  

を取りまとめた。   

あわせて、平成十五年三月lこは、地方公共団体及び企業lこおける十年  

間の集中的・音帽㈱）「次世代育成支援対策推進  

法案」瑚）「児童福祉法の  
一部を改正する法律案」脚立したところで  

ある。  

＿j  



呈上、㈱土  

師課題  

が示されており、（卿世代育成支  

援対策を推進するための「児童福祉法等の一部を改正する法律案」を農亘  

土十回国会に提出岬こ可決され、同年十二月  

≡日lこ公布されたところてある   

⊥¢課題に＿フし＿、てl享、「持続可能な社会保障特筆とその安定財源確保に  

向けた「中期プログラM成二十年十二月二十四日閣議決定）のエ  

程表において、ニ○－○年代前半の実施Iこ向け、税制改革lこよる財握塵塵  

皇晰ととされたところである。   

連においては、次世代育成支援対策に閲し、市町村にあっては、法第   

八条第一項の市町村行動計画（以下「市町村行動計画」という。）を策定   

することとされ、都道府県にあっては、法第九条第一項の都道府県行動   

計画（以下「都道府県行動計画」という。）を策定することとされている。   

また、国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）   

であって、常時雇用する労働者の数が三百人（平成二十三年四月一日以  

次世代育成支援対策推進法（以下「法  という。）においては、次世代  

育成支援対策に関し、市町村にあっては、法第八条第一項の市町村行動  

計画（以下「市町村行動計画」という。）を策定することとされ、都道府  

県にあっては、法第九条第一項の都道府県行動計画（以下「都道府県行動  

計画」という。）を策定することとされている。また、国及び地方公共団  

体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇用する  

労働者の数が三百人を超えるものにあっては、法第十二条第一項の一般  

事業主行動計画（以下「一般事業主行動計画」という。）を策定し、その  

旨を届け出ることとされ、常時雇用する労働者の数が三百人以下の一般  

事業主にあっては、一般事業主行動計画を策定し、その旨を届け出るよ  

う努めることとされている。さらに、国及び地方公共団体の機関等（以下  

「特定事業主」という。）にあっては、法第十九条第一項の特定事業主行  

動計画（以下「特定事業主行動計画」という。）を策定することとされて  

くD  

後は、百人）を超えるものにあっては、法第十二条第一項の一般事業主  

行動計画（以下「一般事業主行動計画」という。）を策定し、その旨を届  

け出ることとされ、常時雇用する労働者の数が三百人（平成二十三年四  

月「日鱒後は、百人）以下の一般事業主にあっては、一般事業主行動計  

画を策定し、その旨を届け出るよう努めることとされている。さらに、  

国及び地方公共団体の機関等（以下「特定事業主」という。）にあっては、  

法第十九条第一項の特定事業主行動計画（以下「特定事業主行動計画」と   



いる。このため、主務大臣はこれらの行動計画の策定に関する指針（以下  

「行動計画策定指針」という。）を定めることとされている。   

いう。）を策定することとされている。このため、主務大臣はこれらの行  

動計画の策定に関する指針（以下「行動計画策定指針」という。）を定め  

ることとされている。   

この行動計画策定指針は、市町村行動計画、都道府県行動計画、一般  

事業主行動計画及び特定事業主行動計画の指針となるべき、①次世代育  

成支援対策の実施に関する基本的な事項、②次世代育成支援対策の内容  

に関する事項、③市町村行動計画において、保育サーービス、放課後児童  

健全育成事業その他主務省令で定める次世代育卿  

よ与とする巨標、瑚  

堕その他次世代育成支援対策の実施に関する重要事項を定めるものであ  

る。   

次世代育成支援対策の実施に関する基本的な事項  

1 基本理念  

次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての第   

一義的責任を有するという基本的認識の下に、家庭その他の場におい   

て、子育ての意義についての理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜   

びが実感されるように配慮して行われなければならない。  

2 行動計画の策定の目的  

地方公共団体及び事業主（国及び地方公共団体の機関等を含む。）   

は、行動計画策定指針に即して次世代育成支援対策のための十年間の   

集中的・計画的な取組を推進するため、それぞれ行動計画を策定し、   

次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標、実施しよう   

とする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期等を定めるもの  

この行動計画策定指針は、市町村行動計画、都道府県行動計画、一般  

事業主行動計画及び特定事業主行動計画の指針となるべき、①次世代育  

成支援対策の実施に関する基本的な事項、②次世代育成支援対策の内容  

に関する事項、塵その他次世代育成支援対策の実施に関する重要事項を  

定めるものである。   

次世代育成支援対策の実施に関する基本的な事項  

1 基本理念  

次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての第   

一義的責任を有するという基本的認識の下に、家庭その他の場におい   

て、子育ての意義についての理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜   

びが実感されるように配慮して行われなければならない。  

2 行動計画の策定の目的  

地方公共団体及び事業主（国及び地方公共団体の機関等を含む。）   

は、行動計画策定指針に即して次世代育成支援対策のための十年間の   

集中的・計画的な取組を推進するため、それぞれ行動計画を策定し、   

次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標、実施しよう   

とする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期等を定めるもの  

1＿⊥＿よtれごー叫‥ ．・－一1■■r．．－d亡，－、▼・－、  －一 1■■「■・－■i▼■■－－・一‥ ・－  「－■・－一，－一－・  ‘・－－ ■・一●‥‥   



とする。  

3 次世代育成支援対策の推進に当たっての関係者の連携二脇遡  

次世代育成支援対策は、塊建、商工労働、教育、住   

宅等の各分野にまたがるものであり、関係部局が連携して部局横断的   

に取り組む総合的な庁内の推進体制を整備することが重要である。そ   

の上で、国及び地方公共団体の間、市町村及び都道府県の間、市町村   

間並びに地方公共団体と一般事業主の閤の連携等を図り、総合的な体   

制の下に推進されることが望ましい。  

このため、行動計画には、それぞれの次世代育成支援対策の推進に   

当たっての関係者の連携の在り方について定めることが必要である。  

また、地方公共団体と国との情報の共有化をさらに深めることが重   

要であり、珊盟主る腹部を集約し、地方公共団体   

と国が相互に情報得共有を図ることができる「少子化対策連携促進サ   

イト」への参加、活用を図ることが必要である。   

（1）市町村内及び都道府県内の関係部局間の連携  

市町村及び都道府県は、次世代育成支援対策の総合的かつ効  

果的な推進を図るため、例えば、首長を本部長又は責任二者とし  

て少子化対策推進本部等を設置するなど全庁的な体制の下に、  

行動計画の策定やこれに基づく措置の実施を図ることが必要で  

ある。   

（2）国及び地方公共団体の連携  

法第四条では、脚りな  

がら、次世代育成支援対策を総合的かつ効果的に推進するよう   

とする。  

3 次世代育成支援対策の推進に当たっての関係者の連携  

次世代育成支援対策は講町村内及び都道府県内の関係部局間の連   

携を始め、〒醐こ市町村間の連携等を図り、   

総合的な体制の下に推進されることが望ましい。   

このため、行動計画には、それぞれの次世代育成支援対策の推進に  

当たっての関係者の連携の在り方について定めることが必要である。  

（1）市町村内及び都道府県内の関係部局間の連携  

市町村及び都道府県は、次世代育成支援対策の総合的かつ効   

果的な推進を図るため、全庁的な体制の下に、行動計画の策定  

やこれに基づく措置の実施を図ることが必要である。  



努めなければならないこととされている。  

次世代育成支援対策は、「働き方の改革による仕事と生活の調  

和の実現」と「包括的な次世代育成支援の枠組みの構築」を「車  

の両輪」として取り組むことが必要であることにかんがみ、国  

及び地方公共団体は、「仕事と生活の調和推進会議」や「次世代  

育成支援対策地域協議会」等の活用により、恒常的な意見交換  

を行い、連携・協力して地域の実情に応じた次世代育成支援対  

策の推進を図ることが必要である。  

良江 市町村及び都道府県の間並びに市町村間の連携  

法第十条第一項では、都道府県は、市町村に対し、市町村行  

動計画の策定上の技術的事項について必要な助言その他の援助  

の実施に努めることとされており、小規模市町村への配慮を含  

め、適切に対応することが必要である。  

また、市町村及び都道府県は、行動計画の策定に当たって、  

相互にその整合性が図られるよう、互いに密接な連携を図るこ  

とが必要である。  

さらに、市町村行動計画の策定に当たっては、必要に応じて  

広域的なサービス提供体制の整備等、近隣市町村間での連携・  

協力の在り方について検討することが必要である。  

迅⊥ 国、地方公共団体等と一般事業主との導携  

法第五条では、事業主は、国又は地方公共団体が講ずる次世  

代育成支援対策に協力しなければならないこととされている。  

また、一般事業主は、一般事業主行動計画の策定やこれに基   

鳥じ 市町村及び都道府県の間並びに市町村間の連携  

法第十条第一項では、都道府県は、市町村に対し、市町村行  

動計画の策定上の技術的事項について必要な助言その他の援助  

の実施に努めることとされており、小規模市町村への配慮を含  

め、適切に対応することが必要である。  

また、市町村及び都道府県は、行動計画の策定に当たって、  

相互にその整合性が図られるよう、互いに密接な連携を図るこ  

とが必要である。  

さらに、市町村行動計画の策定に当たっては、必要に応じて  

広域的なサービス提供体制の整備等、近隣市町村間での連携・  

協力の在り方について検討することが必要である。  

出 国、地方公共団体等と一般事業主との連携  

法第五条では、事業主は、国又は地方公共団体が講ずる次世  

代育成支援対策に協力しなければならないこととされている。  

また、一般事業主は、一般事業主行動計画の策定やこれに基  



づく措置の実施に関する援助案務を行う次世代育成支援対策推  

進センターによる相談その他の援助を活用することなどによ  

り、適切な一般事業主行動計画の策定やこれに基づく措置の実  

施に努めることが望ましい。  

さらに、地方公共団体及びその区域内に事業所を有する一般  

事業主は、・行動計画の策定に当たって、地域における次世代育  

成支援対策が効果的に実施されるよう、必要に応じて情報交  

換・意見交換を行う等密接な連携を図ることが必要である。  

（5）地域の事業主や民間団体等との協働  

仕事と生活の調和の実現に向けた働き方の改革をはじめ、次世代   

育成支援対策は、それぞれの地域の企業、子育て支援を行う団体等   

が相互に密接に連携し、協力し合いながら、地域の実情に応じた取   

組を進めていく必要がある。  

4 次世代育成支援対策地域協議会の活用  

法第二十一条第一項では、地方公共団体、事業主、住民その他の次   

世代育成支援対策の推進を図るための活動を行う者は、地域における   

次世代育成支援対策の推進に関し必要となるべき措置について協議   

するため、次世代育成支援対策地域協議会（以下「地域協議会」とい   

う。）を組織することができるとされており、地方公共団体及び一般   

事業主は、行動計画の策定やこれに基づく措置の実施に当たっては、   

必要に応じて、地域協議会を十分に活用するとともに、密接な連携を   

図ることが望ましい。  

なお、地域協議会の形態としては、例えば、次に掲げるものが考え   

づく措置の実施に関する援助業務を行う次世代育成支援対策推  

進センターによる相談その他の援助を活用することなどによ  

り、適切な一般事業主行動計画の東定やこれに基づく措置の実  

施に努め 

さらに、地方公共団体及びその区域内に事業所を有する一般  

事業主は、行動計画の策定に当たって、地域における次世代育  

成支援対策が効果的に実施されるよう、必要に応じて情報交換  

を行う等密接な連携を図ることが必要である。  

4 次世代育成支援対策地域協議会の活用  

法第二十一条第一項では、地方公共団体、事業主、住民その他の次   

世代育成支援対策の推進を図るための活動を行う者は、地域における   

次世代育成支援対策の推進に閲し必要となるべき措置について協議   

するため、琴世代育成支援対策地域協議会（以下「地域協議会」とい   

う。）を組織することができるとされており、地方公共団体及び一般   

事業主は、行動計画の策定やこれに基づく措置の実施に当たっては、   

必要に応じて、地域協議会を十分に活用するとともに、密接な連携を   

図ることが望ましい。  

なお、地域協議会の形態としては、例えば、次に掲げるものが考え  



られる。   

（1）市町村及び都道府県の行動計画の策定やこれに基づく措置の  

実施に閲し、意見交換等を行うため、地方公共団体、事業主、  

子育てに関する活動を行う地域活動団体、保健・福祉関係者、  

教育関係者、都道府県労働局等の幅広い関係者で構成されるも  

の   

（2）一般事業主行動計画の策定やこれに基づく措置の実施に閲し、  

情報交換等を行うため、地域の事業主やその団体等で構成され  

るもの   

（3）地域における子育て支援サービスの在り方等について検討を  

行うため、地域の子育て支援事業の関係者等で構成されるもの   

（4）家庭教育への支援等について検討を行うため、教育関係者等で  

構成されるもの   

市町村行動計画及び都道府県行動計画の策定に関する基本的な事項  

1 市町村行動計画及び都道府県行動計画の策定に当たっての基本的な   

視点  

（1）子どもの視点  

我が国は、児童の権利に関する条約の締約国としても、子どもに   

かかわる種々の権利が擁護されるように施策を推進することが要請   

されている。このような中で、子育て支援サービス等により影響を   

受けるのは多くは子ども自身であることから、次世代育成支援対策   

の推進においては、子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最   

大限に尊重されるよう配慮することが必要であり、特に、子育ては  

られる。   

（1）市町村及び都道府県の行動計画の策定やこれに基づく措置の  

実施に閲し、意見交換等を行うため、地方公共団体、事業主」  

堂勉董、子育てに関する活動を行う地域活動団体、保健一福祉  

関係者、教育関係者、都道府県労働局等の幅広い関係者で構成  

されるもの   

（2）一般事業主行動計画の策定やこれに基づく措置の実施に閲し、  

情報交換等を行うため、地域の事業主やその団体等で構成され  

るもの   

（3）地域における子育て支援サービスの在り方等について検討を  

行うため、地域の子育て支援事業の関係者等で構成されるもの   

（4）家庭教育への支援等について検討を行うため、教育関係者等で  

構成されるもの   

市町村行動計画及び都道府県行動計画の策定に関する基本的な事項  

1 市町村行動計画及び都道府県行動計画の策定に当たっての基本的な   

視点  

（1）子どもの視点  

我が国は、児童の権利に関する条約の締約国としても、子どもに   

かかわる種々の権利が擁護されるように施策を推進することが要請   

されている。このような中で、子育て支援サービス等により影響を   

受けるのは多くは子ども自身であることから、次世代育成支援対策   

の推進においては、子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最   

大限に尊重されるよう配慮することが必要であり、特に、子育ては  
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男女が協力して行うべきものとの視点に立った取組が重要である。  

（2）次代の親づくりという視点  

子どもは次代の親となるものとの認識の下に、豊かな人間性を形   

成し、自立して家庭を持つことができるよう、長期的な視野に立っ   

た子どもの健全育成のための取組を進めることが必要である。  

（3）サービス利用者の視点  

核家族化や都市化の進行等の社会環境の変化や国民の価値観の多   

様化に伴い、子育て家庭の生活実態や子育て支援に係る利用者のニ   

ーズも多様化しており、また、農林水産業等の個々の業種ごとの家   

庭の特性を踏まえることも必要であることから、次世代育成支援対   

策の推進におし＼ては、このような多様な個別のニーズに柔軟に対応   

できるように、利用者の視点に立った柔軟かつ総合的な取組が必要   

である。  

（4）社会全体による支援の視点  

次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての   

第一義的責任を有するという基本的認識の下に、国及び地方公共団   

体はもとより、企業や地域社会を含めた社会全体で協力して取り組   

むべき課題であることから、様々な担い手の協働の下に対策を進め   

ていくことが必要である。   

男女が協力して行うべきものとの視点に立った取組が重要である。  

（2）次代の親づくりという視点  

子どもは次代の親となるものとの認識の下に、豊かな人間性を形   

成し、自立して家庭を持つことができるよう、長期的な視野に立っ   

た子どもの健全育成のための取組を進めることが必要である。  

（3）サービス利用者の視点  

核家族化や都市化の進行等の社会環境の変化や国民の価値観の多   

様化に伴い、子育て家庭の生活実態や子育て支援に係る利用者のニ   

ーズも多様化しており、また、農林水産業等の個々の業種ごとの家   

庭の特性を踏まえることも必要であることから、次世代育成支援対   

策の推進においては、このような多様な個別のニーズに柔軟に対応  

できるように、利用者の視点に立った柔軟かつ総合的な取組が必要  

である。   

（4）社会全体による支援の視点  

次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての  

第一義的責任を有するという基本的認識の下に、国及び地方公共団  

体はもとより、企業や地域社会を含めた社会全体で協力して取り組  

むべき課題であることから、様々な担い手の協働の下に対策を進め  

ていくことが必要である。   

（5）仕事と生活の調和実現の視点  

仕事と生活の調和が実現した社会とは、「国民一人ひとりがやり  

がいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすととも⊆⊥  

家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生  
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旦各塵辟l；応じヱ多隠な生皇方塾三選坦二実現で量る社会⊥と呈れ三  

虹  

働き方の見直しを進め、仕事と生活の調和を実現することは、国  

民の結婚や子育てに関する希望を実現するための取組の一つと七  

も少子化対策の観点カ、らも重要であり、憲章においても、社会全  卿如組lこ？い  
ては、㈱台体や企業を始めとする関係  

者が連携して進めることが重要であり、自らの創意工夫の下に、弛  

坦の塞頒E昼Lヒ昼阻重恩金主と塾過重至ある‥ 

吏辻 すべての子どもと家庭への支援の視点  

次世代育成支援対策は、子育てと仕事の両立支援のみならず、子  

育ての孤立化等の問題を踏まえ、広くすべての子どもと家庭への支  

援という観点から推進することが必要である。  

その際には、社会的養護を必要とする子どもの増加や虐待等の子  

どもの抱える背景の多様化等の状況に十分対応できるよう、社会坦  

養護体制について質一量ともlこ整備を進めることとし、家庭的な養  

護の推進、自立支援策の強化という観点も十分踏まえて取組を進め  

ることが必要であるし   

上ヱユ 地域における社会資源の効果的な活用の視点  

地域においては、子育てに関する活動を行うNPO、子育てサーク  

ル、母親クラブ、子ども会、自治会を始めとする様々な地域活動団  

体、社会福祉協議会やベビーシッター等の様々な民間事業者、主任  

児童委員・児童委員等が活動するとともに、高齢者、障害者等に対  
一】■■－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－・－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－一一－－－－一－－－－－－－－－－－－一一－－－－一一－－－－一－－・－－－－－－－－－一－－－‾‾‾‾■‾‾   

廷⊥ すべての子どもと家庭への支援の視点  

次世代育成支援対策は、子育てと仕事の両立支援のみならず、子   

育ての孤立化等の問題を踏まえ、広くすべての子どもと家庭への支   

援という観点から推進することが必要である。   

烏辻 地域における社会資源の効果的な活用の視点  

地域においては、子育てに関する活動を行うNPO、子育てサーク  

ル、母親クラブ、子ども会、自治会を始めとする様々な地域活動団  

体、社会福祉協議会やベビーシッター等の様々な民間事業者、主任  

児童委員等が活動するとともに、高齢者、障害者等に対するサービ  
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スを提供する民間事業者等もあるほか、子育て支援等を通じた地域   

への貢献を希望する高齢者も多く、加えて森林等の豊かな自然環境   

や地域に受け継がれる伝統文化等もあることから、こうした様々な   

地域の社会資源を十分かつ効果的に活用することが必要である。  

また、児童福祉法断章第百二六十四号）第四十八   

条のこ及び第四十八条の三の規定を踏まえた児童養護施設等及び保   

育所の活用や、児童館、公民館、学校施設等を始めとする各種の公   

共施設の活用を図ることも必要である。  

しZ⊥ サービスの質の視点  

利用者が安心してサービスを利用できる環境を整備するために   

は、サービス供給量を適切に確保するとともに、サービスの質を確   

保することが重要である。このため、次世代育成支援対策において   

は、サービスの質を評価し、向上させていくといった視点から、人   

材の資質の向上を図るとともに、情報公開やサービス評価等の取組   

を進めることが必要である。  

するサービスを提供する民間事業者等もあるほか、子育て支援等を   

通じた地域への貢献を希望する高齢者も多く、加えて森林等の豊か   

な自然環境や地域に受け継がれる伝統文化等もあることから、こう   

した様々な地域の社会資源を十分かつ効果的に活用することが必要   

である。  

また、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第四十八条   

の二及び第四十八条の三の規定を踏まえた児童養護施設等及び保育   

所の活用や、児童館、公民館、学校施設等を始めとする各種の公共   

施設の活用を図ることも必要である。  

1邑ユ サービスの質の視点  

利用者が安心してサービスを利用できる環境を整備するために   

は、サービス供給量を適切に確保するとともに、サービスの質を確   

保することが重要である。このため、次世代育成支援対策において   

は、サービスの質を評価し、向上させていくといった視点から、人   

材の資質の向上を図るとともに、情報公開やサービス評価等の取組   

を進めることが必要である。  

建⊥ 地域特性の視点  

都市部と農山漁村の間の相違を始め、人口構造や産業構造、更に   

は社会資源の状況等地域の特性は様々であり、利用者のニーズ及び   

必要とされる支援策も異なることから、次世代育成支援対策におい   

ては、各地方公共団体が各々の特性を踏まえて主体的な取組を進め   

ていくことが必要である。   

l旦1地域特性の視点  

都市部と農山漁村の間の相違を始め、人口構造や産業構造、更に  

は社会資源の状況等地域の特性は様々であり、利用者のニーズ及び  

必要とされる支援策も異なることから、次世代育成支援対策におい  

ては、各地方公共団体が各々の特性を踏まえて主体的な取組を進め  

ていくことが必要である。  

2 市町村行動計画及び都道府県行動計画の策定に当たって必要とされ  2 市町村行動計画及び都道府県行動計画の策定に当たって必要とされ  
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